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知的財産戦略大綱の進捗状況について 

２００３年３月１９日 

大綱の主要課題 進捗状況 

【知的財産の創造】 
 １ 大学における知的財産創出 
   大学における知的財産の創造と活用を総合的に支援する「知的

財産本部」の整備を 2003 年度までに開始する。 

 
２ 企業における知的財産の創造促進、職務発明 
 国際競争に耐えうる高度な発明の創造を促進し、その発明に

ついての特許を世界的に確立すべく企業に早急な対応を促す。  

職務発明規定について、発明者の研究開発へのインセンティブ

の確保、我が国の産業競争力の強化等の観点から、社会環境の変

化を踏まえつつ、改正の是非も含めた制度の検討を行い、２００

３年度中に結論を得る。 

また、日本版バイ・ドール制度の適用の拡充を図る。 

 

 
 １ ２００３年度中に全国３０程度の大学に「知的財産本部」を整備する事

業。そのための経費（民間企業経験者、弁理士等の人件費）２４億円を２

００３年度予算案に計上。（文部科学省） 
 
２ ①職務発明規定の見直しについては、企業における発明者の処遇の実態

などの調査を実施済み。その結果を踏まえ、産構審知財政策部会特許

制度小委員会において、今後、法改正の是非も含めた制度のあり方に

ついて検討し、２００３年度中に最終報告をとりまとめる。（経済産

業省） 
②国等の委託研究の成果たる知的財産権を受託者に帰属させることが

できる「日本版バイ･ドール制度」について、２００２年度に委託研

究の少なくとも約８割は適用される見込み。（経済産業省、関係府省） 

 

（参考）主要省庁の委託研究開発における日本版バイ・ドール適用状況 

（２００１年度実績）                        単位：億円 

 ﾊﾞｲﾄﾞｰﾙ適用 ﾊﾞｲﾄﾞｰﾙ非適用  合計（全体での割合） 

経済産業省   １９６７     ３８   ２００５（４３％） 

防衛庁      ０   １０８６   １０８６（２３％） 

文部科学省    ２１０    ７８４    ９９４（２１％） 

総務省    ２６８      １    ２６９（５．７％） 

農林水産省    １５７     ２６    １８３（３．９％） 
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国土交通省      ４     ７５     ７９（１．７％） 

厚生労働省     ２７     ２６     ５３（１．１％） 

環境省     ２５      ０     ２５（０．５％） 

警察庁      ６      ０      ６（０．１％） 

合計   ２６６４ 

  （５７％） 

  ２０３６ 

  （４３％） 

  ４７００ 

   （１００％） 

（出典）主要省庁からの資料より、経済産業省作成。 

【知的財産の保護】 
 １ 権利の付与の迅速化 
必要な審査官の確保、審査補助職員の積極的な活用等による審

査体制の整備、我が国の出願・審査請求構造の改革等の総合的

な施策を講ずるとともに、その審査期間を国際的な水準とする。 

また、特許審査の迅速化のため、２００２年度中に２００５年

度までの計画を作成する。 

 

２ 迅速な裁判等の実現 
管轄の集中化、権利者の立証負担の軽減等を通じて、的確で安

定した権利設定、紛争処理負担の軽減を図る。 

 
 
 
 
 
 ３ 模倣品・海賊版対策の強化 
我が国の知的財産を基礎とした発展を阻害する国際的な模倣

品・海賊版問題等への有効な対策を強化する。侵害の発生して

いる国に対し条約等で認められた権利を最大限行使し強力に働

 
１ 「特許法等の一部を改正する法律案」を国会提出。出願料、特許料及び

審査請求料の特許料金体系の見直しにより、適正な審査請求行動等を促

す。また、審査体制の整備を含めた総合的な対策を講ずるため、「特許

戦略計画」を作成中。（経済産業省） 
  

 
   
２ ①「民事訴訟法等の一部を改正する法律案」を国会提出。特許等に関す

る訴訟事件の第一審を東京または大阪の地方裁判所の専属管轄とし、

第二審を東京高等裁判所の専属管轄とする。（法務省） 
  ②「著作権法の一部を改正する法律案」を今国会に提出予定（文部科学

省）。「不正競争防止法の一部を改正する法律案」を国会提出（経済産

業省）。両法案により、民事訴訟における著作権や営業秘密の侵害行

為・損害額の立証容易化を図る。 
   
 ３ ①「関税定率法等の一部を改正する法律案」を国会提出。育成者権侵害

物品を輸入禁制品に追加し、また、育成者権、特許権、意匠権等侵害

物品を輸入差止申立制度の対象とする。（財務省） 
   ②「種苗法の一部を改正する法律案」を国会提出。育成者権の侵害に対
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きかけるとともに、海外で生産された知的財産権侵害物品を水

際で効果的に阻止するための改善策を講ずる。 

 
 
 
  
４ 国際的な制度調和と協力の促進 
地球規模の競争の激化や情報伝達技術の発展に伴い、知的財産

の国際的保護水準の適正化や世界特許システムの構築に向け制

度間の調和を図るため、国際ルール作りや開発途上国の制度整

備支援等の取組を推進する。 

 
５ 営業秘密の保護強化  
企業の営業秘密が国内外の競業他社への流出により企業競争力

が損なわれていることに対応し、営業秘密の不正取得等に対す

る救済措置を強化し、罰則を導入する。 

 

 ６ 新分野等における知的財産の保護 
新たに生まれる有用新創作物、先端医療技術等を知的財産権等

により適切に保護する。 

する罰則を強化（収穫物についての権利侵害を罰則の対象とするな

ど）。（農林水産省） 
   ③２００２年１２月に官民合同ミッション（２５企業・団体、約９０名

参加）を中国に派遣。経済産業副大臣より中国政府に対し模倣品等の

取締り強化を要請。（経済産業省、文部科学省、関係府省） 
 
４ ①「特許法等の一部を改正する法律案」を国会提出。国際的権利取得に

係る出願人の負担を軽減。 
  ②世界特許システムの構築に向けて、まず日米特許庁間において、先行

技術調査結果の相互利用に関する検討作業を実施中。（経済産業省） 
 
 
 ５ 「不正競争防止法の一部を改正する法律案」を国会提出。営業秘密の不

正な取得・開示などに対する刑事罰（３年以下の懲役又は３００万円以

下の罰金）の導入等を行う。（経済産業省）  
 
 
 ６ ①昨年１２月末に「知的財産戦略について」を公表。患者の幹細胞等か

ら人工皮膚等の「生物由来製品」を作製する再生医療等の先端医療技

術を特許化するため、医療行為関連発明への特許権の付与に関する法

改正と審査基準の早期改訂を提言。（総合科学技術会議）。 
昨年１０月以来、産構審知財政策部会に設置したＷＧにおいて、再

生医療、遺伝子治療関連技術の特許法における取扱いの明確化につい

て検討中。（経済産業省） 
   ②「著作権法の一部を改正する法律案」を今国会に提出予定。映画の著

作物の保護期間の延長など映像コンテンツの保護強化、教育機関や図

書館でのコンテンツの活用の促進を図る。（文部科学省） 
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【知的財産の活用】 
 １ 大学等からの技術移転の促進 
大学・公的研究機関等において、企業の研究開発では生れにく

い創造的な発明を生み出しそれを社会へ還元するための機能を

十分に生かす仕組みを整備する。 

 

 

 

２ 知的財産の評価と活用 
企業における戦略的な知的財産の活用を図るため、①企業の有

する知的財産のグローバルな戦略的取得・管理、②ノウハウの

流出防止のための企業の技術管理・活用戦略、③知的財産に関

する企業の情報開示のあり方に関する指針の策定等を行う。 

また、市場における知的財産の価値評価手法の確立、コンテ

ンツについての権利者の意思表示システムの構築等を図る。 

 
 １ ①産学官連携コーディネーターを２００２度末時点で８０大学の共同

研究センター等に１０２名配置。（文部科学省） 
②産学共同研究の成果を一元管理するＴＬＯや、大学発ベンチャーへの

経営支援を行うＴＬＯに対する支援を実施。ＴＬＯ、大学発ベンチャ

ーは、現在までにそれぞれ３１（２００２年１１月末）、４２４社（２

００２年８月末）設立。（経済産業省） 
 

 ２ ①２００３年１月及び３月に知的財産を核とした企業戦略のための参

考となるべき指針を策定・公表。（経済産業省） 
○知的財産の取得・管理指針 
知的財産を重視した経営方針・戦略の明確化、知的財産権をベースとした

事業戦略及び研究開発戦略の策定を提示。 

○営業秘密管理指針 
  企業が営業秘密の管理強化を行う上で参考となる管理水準（アクセス制限

など）を提示。 

○技術流出防止指針 
知的財産保護の弱い地域等における「意図せざる技術流出」を防止するた

めの対策を提示。 

   ②２００３年２月に、ネット上で提供される著作物について何人もコピ

ー・無料配布等自由に利用できる旨などを権利者が表示するマーク

（「自由利用マーク」）を策定・公表。（文部科学省） 

【人的基盤の充実】 
 １ 専門人材の養成 
知的財産の権利化や紛争処理、知的財産ライセンス契約等の高

度な専門サービスを提供する専門家の養成を図る。 

 

 
 １ 「学校教育法の一部を改正する法律」、「司法試験法及び裁判所法の一部

を改正する法律」及び「法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関

する法律」を昨年秋の臨時国会に提出・成立。 
○ 知的財産法など専門的な能力を備えた法曹を養成する法科大学院



 ５ 

 
 
 
 ２ 国民の知的財産意識の向上 
セミナー、ネットワークを利用した情報提供等の方法により知

的財産に関する知識と意識の普及を図る。小中学生に対し、発

明・創意工夫への興味を高めるような機会を作り、知的財産意

識の育成を図る。 

や、知的財産などの高度専門職業人を養成するための専門職大学院

に関する制度を整備。（司法制度改革推進本部、文部科学省） 
    
２ ①２００２年度は、初心者向けの知的財産権制度説明会を４７都道府県

で実施したほか、全国各地で各種学校の児童・生徒・学生向けセミナ

ーを約２５０回、また中小・ベンチャー企業向けセミナーを約１００

回開催。（経済産業省） 
②全国の中学３年生全員に著作権に対する意識の向上を目的として「中

学生向けマンガ」約１４０万冊を配布。（文部科学省） 

 知的財産基本法の策定 
知的財産戦略大綱の強力かつ着実な実施を法的に担保する。 

「知的財産戦略本部」の設置、「知的財産推進計画」の策定等を規定する「知

的財産基本法」を昨年秋の臨時国会に提出・成立。（内閣官房知的財産基本

法準備室） 
 


